
第1期中期目標期間における
業務実績の概要業務実績の概要

独立行政法人空港周辺整備機構



● 組織運営の効率化
航空機騒音対策に係る社会的ニーズに迅速かつ柔軟に対応す

るとともに、業務運営の責任を明確化するために必要な体制を
整備すること。

中期目標

２．業務運営の効率化に関する事項
第１期中期目標期間における業務実績

● 平成１５年１０月の独立行政法人化の時点で大阪事業本部
の経理部、周辺整備事業室、代替地対策課及び東京事務所を
廃止し、民家防音第１課及び第２課を統合し民家防音課に再
編したほか、より一層円滑で効率的な業務の執行体制を目指
すため、平成１６年度以降においても組織・定員の見直しに
積極的に取り組んだ。

● 人材の活用
航空機騒音対策業務に必要な役職員を確保するとともに、組

織を活性化すること。

● 平成１５年４月から平成２０年４月までに、国・府・県・
市から１５５名が転入、国・府・県・市へ１７８名が転出し、
組織活性化のための国・府・県・市との人事交流について取
り組んだ。なお、職員の平均年齢は、４５．１歳（平成１５
年４月）から４２．９歳（平成２０年４月）になった。

● 業務運営の効率化
① 代替地造成事業の効率化
代替地の保有区画数については、長期間保有することによる ● 大阪事業本部は平成１６年度までに、福岡事業本部は平成

１．中期目標の期間

●平成１５年１０月１日から平成２０年３月３１日までの４年６月間

代替地の保有区画数については、長期間保有することによる
管理費累増等のリスクを回避するための措置を講ずること。

② 共同住宅
既存の共同住宅については、現在の入居者に配慮しつつ、特

殊法人等整理合理化計画（平成１３年１２月１９日閣議決定）
に基づき早期に処分するため、空家の処分計画を策定し、処分
に着手すること。

③ 事業費の抑制
事業費について、中期目標期間の最後の事業年度において、

認可法人時の最終年度（平成１４年度）比で５％程度（住民の
申請に基づき航空機騒音による障害の補償措置として行うもの
を除く事業については１５％程度）に相当する額を削減する。

④ 一般管理費の抑制
一般管理費について、中期目標期間の最後の事業年度におい

て、認可法人時の最終年度（平成１４年度）比で１３％程度に
相当する額を削減すること。

● 大阪事業本部は平成１６年度までに、福岡事業本部は平成
１７年度までに全ての代替地を処分した。

● 特殊法人等整理合理化計画（平成１３年１２月１９日閣議
決定）の趣旨を踏まえ、平成１７年度までに全ての共同住宅
を処分した。（６棟２９５戸）

● 事業費については、最終事業年度（平成１９年度）におい
て平成１４年度比で約２１％削減した。また、補償措置とし
て行うものを除く事業については約５４％削減した。

（事業費全体）
13,678百万円（平成14年度予算）→ 10,765百万円（平成19年度予算）

（補償措置として行うものを除く事業）
6,558百万円（平成14年度予算）→ 3,002百万円（平成19年度予算）

● 一般管理費については、最終事業年度（平成１９年度）に
おいて平成１４年度比で約３１％削減した。

（一般管理費）
1,738百万円（平成14年度予算）→ 1,195百万円（平成19年度予算）

１



● 業務の質の向上
周辺住民及び関係自治体との意思疎通を図りながら、以下に

より業務の質を向上させること。

中期目標

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項①

● 平成１６年３月９日付で「連絡協議会」を設置し、毎年度
２回以上開催し、毎事業年度の予算及び事業計画に関する事
項並びに第２期中期計画など業務運営に関する重要事項につ
いて、出資者及び関係自治体との意思疎通を図った。

● 大阪、福岡両事業本部において、「人権・同和問題」、
「独法会計基準（減損会計）」、「民事調停手続き」、「個
人情報保護」等の研修を毎年４回～７回実施し、職員の質の
向上を図った。

● 平成１６年３月９日に内部評価委員会を設置し、各年度に
おいて、業務実績の中間評価及び年度評価を実施し、中期目

第１期中期目標期間における業務実績

① 騒音対策事業及び地域整備事業を一体的・効率的に実施す
るための体制・制度を構築すること。

② 職員の資質を向上させること。

③ 業務の成果を内部評価すること。
おいて、業務実績の中間評価及び年度評価を実施し、中期目
標の達成見通しを分析するなどして、以後の計画策定、業務
運営に反映させた。

● 独法移行時において、会計規程の見直しを行い、契約・支
出事務処理権限を一元化するなど、事務の適正化を図った。

● ホームページのリニューアルやコンテンツの充実等の取組
みにより、ホームページアクセス数について、平成１９年度
において約１６％増加した。（平成１５年度上半期比）
毎年「空の日」の来場者などにパンフレットを配布したほ

か、周辺地域活性化協議会の参加者にもパンフレットを配布
するなど、環境対策事業の啓蒙を図った。
平成１５年度及び平成１６年度に環境対策事業のＰＲ看板

を設置した。

④ 契約関係事務については、一層の適正化を進めること。

⑤ 国の航空機騒音対策事業及び機構の事業概要について、よ
り一層の広報活動を行うこと。
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● 業務の確実な実施
以下の事項を行うことにより、航空機騒音対策を進めること。

中期目標

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項②

● 国・関係自治体と調整を図るとともに、地域整備計画等との
整合性を図りながら事業を進め、貸付型の再開発整備事業につ
いて、中期計画の目標値７件を大幅に上回る２９件の整備を実
施した。
また、中村地区事業者に対する移転先用地については、再開

発整備事業（譲渡型）として14,508㎡の土地を取得し用地造成
工事を実施した上、平成１８年度に全３６区画中３５区画の譲
渡を完了した。未契約用地１区画については、関係機関との調
整を進め、平成２０年度中に譲渡契約する予定。

● 事務の効率化・簡素化などに積極的に取り組み、交付申請か
ら交付額の確定までの事務処理期間について、独法移行前に比
し約１６％短縮した。

● 事務の効率化等に積極的に取り組み、申請から代金の支払い

第１期中期目標期間における業務実績

① 大阪国際空港及び福岡空港周辺における再開発整備事業に
ついては、空港周辺のまちづくりの観点から、関係自治体と
連携した事業を実施すること。

② 大阪国際空港及び福岡空港周辺における民家防音工事補助
事業については、事務処理の期間を短縮すること。

③ 大阪国際空港及び福岡空港周辺における建物等の移転補償
及び土地の買入れにおける補償申請から補償金若しくは土地 ● 事務の効率化等に積極的に取り組み、申請から代金の支払い

までの期間について、独法移行前に比し約１５％短縮した。

● 中村地区整備協議会（幹事会）と意見・情報交換を行うとと
もに、地元自治体と関係機関が行う調整会議に参加して連絡・
情報交換を行い、地区住民の意向把握に努めたほか、地元住民
等に対しては直接訪問し相談に応じる等の努力の結果、移転補
償対象数２０８棟について、すべての移転補償契約を締結した。

及び土地の買入れにおける補償申請から補償金若しくは土地
代金の支払いまでの期間については、処理の迅速化によりこ
れを短縮すること。

④ 大阪国際空港周辺における伊丹市中村地区整備に係る移転
補償については、着実に推進すること。

⑤ 大阪国際空港周辺における緑地帯の整備については、平成
１４年に策定した周辺整備基本方針及び中期基本方針を踏ま
えて着実に推進すること。

⑥ 福岡空港周辺における緑地帯の整備については、平成１４
年に策定した周辺整備基本方針及び中期基本方針を踏まえて
着実に推進すること。

● 利用緑地、緩衝緑地第１期事業の用地取得について約１２．
３ｈａの取得を完了し、緩衝緑地第１期事業の造成・植栽につ
いて約７．９ｈａ完了したほか、緩衝緑地第２期事業分につい
て、国・地元自治体等とともに、事業承認・認可取得に向けて
調整を進めるなど、着実に事業を推進した。

● 空港北側地区において、地域の実情に配慮しつつ、関係機関
と調整の上、約２．０ｈａの造成・植栽を実施したほか、空港
南側の一定範囲に関して、都市計画事業を含む土地の有効活用
方策について国及び地元自治体と協議を進めるなど、着実に事
業を推進した。 ３



● 空港と周辺地域の共生
空港と周辺地域の共生に資するための措置を講ずること。

中期目標

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項③

● 環境対策の啓蒙活動や環境対策の講義・現地見学を実施し
たほか、環境学習の受け入れを推進するため、義務教育機関
向けの案内をホームページに掲載した。

第１期中期目標期間における業務実績

４．財務内容の改善に関する事項

● 財務内容の改善を図るため、欠損金を３割圧縮するほか、
未収金の大幅な圧縮など、適切な措置を講じること。

中期目標

● 予算、収支計画及び資金計画については、随意契約の適正
化への取組みにより一般競争入札の対象の拡大を図るなどし
て、経費の抑制を図りつつ、効率的に適正な執行を図った。
欠損金については、平成１９年度末において約９２％を圧

縮し、未収家賃については、平成１７年度の共同住宅全棟売
却処分に際して、全額回収した。

第１期中期目標期間における業務実績

５．その他業務運営に関する重要事項

● 人事に関する計画
① 人件費（退職手当等を除く）については、「行政改革の重

要方針」を踏まえ、平成１８年度から平成２２年度までの５
年間において、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行う
こと。

② 国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを
進めること。

③ 業務運営を効率化し、計画的に人員の抑制を図ること。

中期目標

● 平成１８年度及び平成１９年度の２カ年において、９．
９％（１０名）の人員を削減した。

● 国家公務員の給与構造改革を踏まえ、人事院勧告に準拠し
役職員の給与・退職手当の見直しを行った。

（主な見直しの概要）
役員報酬の改定（平均改定率：H17△0.3%／H18△6.6%）、職員俸給月額の
改定（平均改定率：H17△0.3%／H18△4.8%）、管理職手当の定額化 等
（対国家公務員指数）

平成１５年度 １２３．７ → 平成１９年度 １０９．１

● 定年退職者の補充はせず、出向元と調整・協議を継続的に
行い、職員の若返りを図り人件費を抑制したほか、独法移行
時に目標値（１２名）を大幅に超える１７名を削減した。

第１期中期目標期間における業務実績
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（参考） 独立行政法人空港周辺整備機構のあらまし

◎法人の目的

独立行政法人空港周辺整備機構（以下「機構」という。）は、
周辺整備空港の周辺地域において空港周辺整備計画を実施する
等によりその地域における航空機の騒音により生ずる障害の防
止及び軽減を図り、併せて生活環境の改善に資することを目的
としている。（騒防法第２０条）

◎業務内容

① 緑地造成事業
空港周辺整備計画に基づき、緑地帯その他の緩衝地帯の造成、

管理及び譲渡を行うこと。
② 再開発整備事業
空港周辺整備計画に基づき、航空機の騒音によりその機能が

害されるおそれの少ない施設の用に供する土地の造成、管理及
び譲渡を行うこと。
③ 代替地造成事業
空港周辺整備計画に基づき、周辺整備空港に係る第一種区域

内から住居を移転する者のため住宅等の用に供する土地の造成、
管理及び譲渡を行うこと。
④ 民家防音工事補助事業
周辺整備空港に係る騒防法第８条の２に規定する工事に関し

助成を行うこと。

◎設立根拠法

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に
関する法律（昭和４２年法律第１１０号。以下「騒防法」とい
う。）

◎沿革 助成を行うこと。
⑤ 移転補償事業
周辺整備空港の設置者の委託により、騒防法第９条第１項の

規定による建物等の移転又は除去により生ずる損失の補償及び
同条第２項の規定による土地の買入に関する事務を行うこと。

５

◎沿革

昭和42年８月１日 「騒防法」制定
昭和48年12月27日 環境庁「航空機騒音に係る環境基準につい

て」（昭和48年環境庁告示第154号）を告
示

昭和49年３月27日 「騒防法」改正
昭和49年３月28日 大阪府、兵庫県知事「大阪国際空港周辺整

備計画」を策定
昭和49年４月15日 「大阪国際空港周辺整備機構」発足
昭和51年６月21日 福岡県知事「福岡空港周辺整備計画」を策

定
昭和51年７月１日 「福岡空港周辺整備機構」発足
昭和60年９月30日 両機構を統合して新たに「空港周辺整備機

構」発足
平成13年12月19日 「特殊法人等整理合理化計画」が閣議決定
平成15年10月１日 「独立行政法人空港周辺整備機構」発足

◎資本金の状況

機構の資本金は、政府及び関係地方公共団体からの出資金で
ある。（騒防法第２２条）

資本金総額 1,400百万円
政府出資金
空港整備特別会計 1,050百万円

地方公共団体出資金 350百万円
大阪府 125百万円
兵庫県 125百万円
福岡県 50百万円
福岡市 50百万円
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◎移転補償事業
（第２種区域）

◎緑地造成事業（都市計画・緩衝緑地）
（第２種・第３種区域）

豊中市勝部（緩衝緑地）

伊丹市桑津（移転補償跡地）

（参考） 独立行政法人空港周辺整備機構が実施している空港周辺環境対策事業

WECPNL９５（第３種区域）

WECPNL９０（第２種区域）

都市計画緑地

緩衝緑地

◎民家防音工事補助事業
（第１種区域）

◎再開発整備事業
（第２種区域）

伊丹市（家電量販店）

福岡市（ホームセンター）

◎代替地造成事業
（第１種区域外）

WECPNL７５（第１種区域）
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